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 2017年設立のインフラストラクチャー＆パワー・ファイナンス(IPF)事業では、インフラ、電力、通信、その他実物資産の開発・運営に係る資金調

達や高度なキャピタル・ソリューションを提供

 現在、グローバルに強固な存在感を有するIPFでは、年間1億5,000万ドル以上の収益達成に向けて順調に進捗。グローバルなビジネス展開を

通じて、今後数年以内に年間2億5,000万ドル以上の収益を生むビジネスに成長する余地あり

インフラや発電事業の資金調達をグローバルにサポート

スポンサー、機関投資家、銀行など

多岐にわたる顧客基盤

さまざまなセクターにおける

インフラやサステナブル関連資産を

取り扱い

プライベートで複合的な
金融ソリューションを提供

原資産のライフサイクルを通じ、キャピタル・

ストラクチャーに応じた複雑なリスクを

評価する能力

実物資産への注力 多角的なリスク分析

フルサービスでの
プロダクト提供

多様な顧客基盤

インフラストラクチャー＆
パワー・ファイナンス

IPF関連収益(百万ドル)

1

2

3

4

$0

$100

$200

$300

2018年3月期 2023年3月期 中期イメージ

~$250



2

 ワンストップ・ショップ: キャピタル・ストラクチャーを横断する独創的かつ包括的なファイナンスを引受・提供することで、市場ニーズの

高まりに対応する流動性を提供

 実物資産の開発、建設、運用、保守、または取得・売却に係る資本構成のストラクチャリングとファイナンシングに注力

競争優位性

マルチ・プロダクト

資産取得から運営まで

幅広く網羅
多様な資本や

金融ソリューションを提供
～資産のライフサイクル全体を

カバー

経験豊富なチーム

合計約100年の

経験値
さまざまなセクターやファイナ
ンス・ストラクチャーにおいて
豊富な経験を有する

メンバーで構成

リピート・ビジネス

既存顧客との

継続的なビジネス
独自の執行プロセスや

ディストリビューション・モデルを
通じて、IPFは既存顧客との
継続した取引を実現

野村の強み

革新的な
ソリューション

ストラクチャリング、

アレンジ、引受
投資適格シニア債から、

カスタマイズされたストラクチャー
まで、幅広い資産クラスの
リスクプロファイルをカバー

確かな実績

150億ドル超

150億ドル超の案件を

地域を超えて

執行

グローバル展開

グローバル・チーム

さまざまな地域で
日本やアジア投資家と
強固なつながりを堅持

複雑な取引

革新的な
ファイナンスを提供

野村グループの
各ビジネスラインと密接に連携
しながら、複雑な取引に対する

ソリューションを提案

盤石な財務基盤

クレジット・ソリューション
の提供

資本制約のある顧客にも対応
(格付未取得、非上場、

開発途上、成長ビジネス等)



IPFによるグローバルな実績と環境への貢献
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「低炭素」社会に向けたグローバルなフットプリント

IPF設立以降に
手掛けたコミットメント額

の50%以上が
再生可能エネルギー、
または、エネルギー安全

保障関連

IPFが再生可能
エネルギー案件に対して
ファシリテートした
コミットメント総額は、

約75億ドル
（全体の～50%）

野村グループの

ESG目標達成を
全力でサポート

GIIを始め、
グループ内の各部門と

積極的に連携し、
成長と収益を創出

うち、約20億ドルが
日本関連

(約1GW)

拡大余地のある市場
IPFが事業展開する
主要マーケット
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事例紹介：ビジネス・コンセプトを確立した第一号案件

顧客重視、ソリューション指向の事業基盤

最適な効率性を実現するポートフォリオ・

ファイナンス

ストラクチャリングの専門性を活かし、高品質なサー

ビスを提供

グループの事業基盤を活用し、顧客にソリューション

を提供

グローバル・ネットワークを活かし、オリジネーション

からディストリビューションまで幅広く展開

1

2

3

4

ビジネス・コンセプトの検証

課題: 信頼関係を構築し、初期のマンデートを獲得しつつ、資金調

達コストの最適化と案件執行を実現

ソリューション: 資金調達の最適化に向けて、流動性を提供するディ

ストリビューション戦略に注力

先駆者: 高い案件執行力により、サステナブル・ファイナンスでの

ポジショニングを早期に確立

顧客: 大手デベロッパーが、カナダ・オンタリオ州で稼働中の太陽

光発電設備のリファイナンスを当社に打診

評価: フランチャイズの認知、ビジネス・コンセプトの確立

連携: 社外・社内の様々なファンクションと連携し、最適なストラク

チャーの構築と流動性を供給

案件のポイント
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 IPFは、事業立ち上げから発展の段階で、日本の成長にフォーカスしながら、対象資産を拡大

IPFの軌跡

リードアレンジャー、
単独ブックランナー

IPF第1号案件
C$ 233,540,000

太陽光発電所7か所
のリファイナンス

2018年1月

大幅に拡大した資産クラスで
100以上の案件を執行

多様な資産クラスで

2019: 

2020:

2021:
2022:

初の日本
案件

IPFが関与した
案件規模

累計70億ドル超の

太陽光発電
ポートフォリオ

約2.3億ドル
(2018年3月期)

再生可能エネルギーへのコミットメント

データ
センター

蓄電池

トランジション
エネルギー通信

運輸・輸送 廃棄物処理

太陽光発電
再生可能
エネルギー

地域エネルギー ミッドストリーム

洋上風力発電 地上風力発電

日本の風力発電
プロジェクトの
ポートフォリオ・
ファイナンス

105億円

日本の太陽光
発電プロジェクト
建設資金の
ファイナンス

104億円

日本の太陽光
発電プロジェクト
建設資金の
ファイナンス

245億円

日本の太陽光
発電プロジェクト
建設資金の
ファイナンス

236億円

豪州、米国、日本の
太陽光発電資産
ポートフォリオ
メザニン・
ファイナンス

3.5億ドル

日本の陸上風力
発電プロジェクト
建設資金の
ファイナンス

255億円

日本の太陽光
発電プロジェクト3件
建設資金の
ファイナンス

329億円

日本の陸上・洋上
風力発電
プロジェクト
ファイナンス

230億円



結果解決策課題
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 IPFは、グローバル・インフラ分野での経験を活かし、トップ・デベロッパーであるAmp Energyと共同で3か国にまたがる

資産について革新的なキャピタル・ソリューションを提供

事例紹介: 

太陽光発電・蓄電設備への建設資金ファイナンス(3.5億ドル)

建設中、或いは、契約済みの太陽光や風力発電、蓄電設備などのグローバル案件は7GW超

 世界的なサステナブル投資ニーズの高まりを背景

に、Amp Energyは建設資金ファイナンスを通じて複

数地域に跨るポートフォリオの構築を企図

 米国、日本、豪州に跨る資産(合計約600MW)に対し、持

株会社の融資ファシリティ3.5億ドルを執行。この案件は、

IPFのサステナビリティ分野におけるリーダーシップを強固

なものとした

サクセスファクター

Amp Energyは再生可能エネルギー資産の豊富な運用実績
を持つ。2009年に資産を構築し、大規模太陽光発電の初期

投資家として参画

強力な
スポンサー

明確なESG

特性

野村グループのストラクチャリングに関する専門性や
機関投資家へのリーチを組み合わせることで

Amp Energyに流動性を供給

グローバル・
シンジケー
ション

第三者評価

 IPFが有するストラクチャリングの専門性や

グローバルなシンジケーション力を活かし、

Amp Energyのユニークなポートフォリオに

合ったストラクチャーを提案

Portfolio Deal of the Year

North America

$350,000,000

単独リードアレンジャー

案件概要

A

B

C

Amp Energyは、北米、豪州、日本、スペイン、英国、インドで事業を展開する
主要なエネルギー移行プラットフォームおよび再生可能エネルギー分野での主要な開発企業

今日まで3,500超のプロジェクトに関与、
AMPは積極的に再生可能エネルギ－関連資産への投資案件を模索

全ての資産が発電インフラの脱炭素化をサポート

「Ampは、このように経験豊富で

トップティアの機関投資家と魅力

的な条件で提携し、大規模な資

産ポートフォリオの構築を加速で

きることを大変嬉しく思います」

-Ampの創設者、CEOで社長の

Dave Rogers氏



*BNEF New Energy Outlook 2022
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グローバルに旺盛な資金ニーズ 米国の気候変動法案は、各セクターのカタリストに

ネットゼロ実現に向けた世界規模でのESGコミットメント*

グローバルな成長を後押しする潮流

 政府は、インフレ抑制法(IRA)と超党派のインフラ法案を通じて、クリーンエネル

ギーと国内製造業を推進するために、前例のない長期的なコミットメントを実施

 支援総額は、2022年～2031年で3,700億ドル超に上る見込み

IRA: 

$260bn

Bipartisan Infra. Bill: 

$80bn

輸送
29%

産業
23%

パワー
26%

住宅
6%

商業
7%

農業
10%

超党派の
インフラ法案

800億ドル

インフレ抑制法

2,600億ドル

クリーン車両/ 給油/ 充電/バイオ燃
料、充電インフラ等

CCUS/クリーン水素税額控除、
水素ハブ等

風力/太陽光/蓄電池/

製造業/原子力税額控除等
住宅効率の向上、

エネルギー効率の向上等

2030年までに予想されるグローバルなESG投資額
30兆ドル超

 IPFでは、引き続きエネルギーとインフラを、グローバルに業

界の追い風を捉えることができるユニークな存在として、極め

て重要な資産と位置付けている

 エネルギーは、リスク・リターンのバランスの取れた投資商品

に対して、目に見えて持続可能性のある利益を付加するとい

う役割を持つ
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パワー - 容量拡大
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ネットゼロへの取り組み

日本におけるIPFの実績

IPFの日本でのエネルギートランジションファイナンス機会

獲得における優位性

 IPFおよび野村グループは、豊富な専門知識と市場での経験を活かすことで、日本における金融ニーズの変化をサポート

し、お客様にサービスを提供するための優位性を確保

BNEF予測

*

ベースケース: 経済的移行 ブルケース: ネット・ゼロ

石炭

ガス発電

原子力

地熱

洋上風力

石炭（CCS）

ガス発電（CCS）

小型モジュール路

実用規模の太陽光発電

その他

コンバインドサイクル発電

石油

バイオ燃料

小型実用規模太陽光発電

揚水式発電所

コンバインドサイクル発電(CCS）

水素

ハイドロ

地上風力発電

蓄電池

政策をサポート
する環境

サブセクターの
拡大

プラットフォー
ムの活用

*BAU =特段の対策のない自然体ケース; CCS = 二酸化炭素回収・貯蔵; FIT = 固定価格買取制度; FIP = フィードインプレミアム
出所: BNEF(ブルームバーグ・ニュー・エナジー・ファイナンス)、IPF、経済産業省 CCS:CO2回収・貯留技術

2030年における資産の多様化と風力・太陽光エネルギーの
継続的インパクト

現在の市場と社会政治的状
況を考慮すると、再生可能エ
ネルギーは、2030年の日本
のエネルギーミックスの40%

を占める (特段の対策をしな
い場合（BAU)でのシナリオ)

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2019 現在

風力発電コミットメント 太陽光発電コミットメント

(百万ドル)

 洋上風力への投資が過去最高の16億ドルに達し、2022年上半期から10

倍に増加
 1.8GWが2023年から2024年に向けて入札中
 系統側蓄電池は、2022年の1,076 MWhから2030年には6,356 MWhま
で増加する見込み

 政策・制度が急速に変化する中で、FIT制度からFIP制度へ移行
 2021年から需給調整市場が稼働
 2023年度より脱炭素電源オークションが開始

 野村キャピタル・インベストメントや野村證券との連携実績を活かし、日本
全国のレンダーを巻き込んだプロジェクト・ファイナンスを組成

 市場の変化に対応しながら、投資家やスポンサーに付加価値を提供



野村グループは、「Drive Sustainability.」というコンセプトのもと、サステナブルな社会

の実現と社会的課題の解決のため、今後も脱炭素社会への移行をはじめとするお客様のサス
テナビリティの取組みへのサポートに注力し、高い付加価値を継続的に提供していくこと
で、真に豊かな社会の創造に貢献していきます。
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